
令和６年度 第２回北海道医療勤務環境改善支援センター 

運営協議会 議事録 

日時：令和７年（2025 年）２月６日 18:00～ 

  場所：TKP 札幌ビジネスセンター赤レンガ前５階５G 

１． 開会 

【事務局】 

それでは、定刻となりましたので、ただいまから令和６年度第２回北海道医療勤務環境改善支援センタ

ー運営協議会を開催いたします。 

委員の皆様には大変お忙しい中、本運営協議会に参加いただきまして誠にありがとうございます。 

それでは、本日配付しております、資料の確認をさせていただきます。 

本日は、資料 1から資料 3までご用意をしております。 

議事の途中で資料の不足等がありましたらお知らせ願います。 

それでは、これから議事に入りますが、進行は、運営協議会設置要綱に基づき、会長が進行させていた

だきます。 

 

【会長】 

本日は大変お忙しい中、北海道医療勤務環境改善支援センター運営協議会に、ご出席いただきまして誠

にありがとうございます。 

本日お集まりの皆様におかれましては、日頃から本道の保健医療福祉の推進に多大なご協力をいただ

いておりますことに、この場をお借りしてお礼申し上げます。 

さて、令和 6年 4月から、医師の時間外労働上限規制が施行されましたが、現在は昨年度と同じく、医

療機関からの医師の働き方改革に関する相談が多い状況にございまして、医療勤務環境改善支援センタ

ーを中心に、医療機関の時短計画の策定や、宿直許可の取得、評価センターによる特定労務管理対象機関

の指定に関しまして、個別の相談対応や関係団体との情報交換など、医師の働き方改革が円滑に進みま

すよう、支援に努めてきたところでございます。 

本日はこの勤改センターの令和 6 年 4 月から 12 月までの活動状況をご報告させていただきました後、

令和 7 年度のセンターの運営方針案につきましてご協議いただきまして、最後に、特定労務対象機関の

指定状況及び来年度の指定スケジュールについて情報提供させていただきます。 

今後の医療機関の勤務環境改善がより一層促進されますよう、各委員の皆様からご意見をいただき、よ

り実効性のあるものとなればと考えてございますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

それではお手元にお配りしています会議次第に沿って進めて参ります。 

本日の議事は、報告事項といたしまして、「令和 6年度北海道医療勤務環境改善支援センター活動実績

について」、協議事項といたしまして、「令和 7 年度北海道医療勤務環境改善支援センター運営方針案に

ついて」、「その他 情報提供」の 3件でございます。 

それでは、1の報告事項について、北海道医療勤務環境改善支援センターから報告をお願いいたします。 



 

２.報告事項 

【勤改センター】 

日頃より委員の皆様には大変お世話になっております。 

北海道医療勤務環境改善支援センター事務局長でございます。 

それでは、早速資料 1に基づきまして、令和 6年度のセンターの活動実績の 4月から 12月までの分に

つきまして、事務局より報告をさせていただきます。 

 

【勤改センター】 

では、資料 1のご説明をして参ります。 

令和 6 年度北海道医療勤務環境改善支援センターの活動実績、4 月から 12 月ということで、カタカナ

のアからキまで、全部で 7点についてのご報告になります。 

ではまず、1ページ目をご覧ください。医療機関への勤務環境改善支援についてです。 

センターによる勤務環境改善支援は、個別支援業務、相談支援業務、利用勧奨業務という 3種類になっ

ております。初めに、アの個別支援業務についてご説明します。 

（1）の支援スキームにつきましては、第 1回の運営協議会でご説明した内容と変わっておりませんの

で、本日は説明の方は割愛させていただきます。 

では次に（2）支援実施医療機関数についてですが、昨年の 12 月末の時点で、センターは個別支援を実

施した医療機関数は、196 機関でした。 

内訳は表のとおりですが、部門支援が 112 機関、導入研修が 11 機関、フォローアップが 73 機関とな

っています。では続いて 2ページ目をご覧ください。 

2 ページ目、（3）支援スキーム別の支援階層及びアドバイザー活動延べ人数についてですが、1）支援

回数については、12 月末時点で、部門別支援が 170 機関、導入研修が 29 機関、フォローアップが 76 機

関となっています。 

次の 2）アドバイザーの活動延べ人数ですが、部門支援が 272 名、導入研修が 36 名、フォローアップ

が 76名、合計で 384 名となっています。 

では、3ページ目をご覧ください。（4）2次医療圏別支援活動の状況ということで、最も多かったのは

札幌で 82機関、次いで十勝が 13 機関、南渡島と中空知が 12機関となっています。 

では、次に 4ページ目、これが 2つ目の支援の業務の内容の相談対応業務についてのご報告です。 

令和 6年度 12月末時点での相談件数は 548 件となっています。 

令和 5年度と比較していただくとわかると思いますが、令和 6年度は、1月から 3月はまだ未集計とな

っておりますが、それでも昨年に比べて相談件数というのは半分以下になっております。 

考えられる要因としては、令和 5 年度中にほとんどの医療機関宿日直許可申請が終わったことと、そ

れから特例水準の指定が必要な医療機関に対し、北海道からの指定が下りたことで、ＡＢＣ水準をそれ

ぞれの医療機関が対応すべきことが、一旦落ち着いたということが関係していると思います。 

では 5ページ目をご覧ください。（2）主な相談内容についてです。 

最も多かったのが、医師の働き方改革に関する相談で、全体の 69.9％となっています。 

内容は、宿日直許可ですとか、追加的健康確保措置についてなどが多くなっています。 



次に労務管理に関する相談、勤務環境改善に関する相談、個別支援に関する相談などが来ています。 

では、6ページをご覧ください。 

次は（ウ）3つ目ですけれども、利用勧奨業務についてです。 

令和 6年度は、以下の 8つの要件に該当する、病院と有床診療所を抽出し、利用勧奨を行いました。 

要件については、長時間労働となっている医師が存在する可能性がある医療機関ですとか、特例水準の

指定が必要ではないかと考えられる医療機関など、優先順位の高いものから 8 つに分けて、それぞれリ

スト化しました。 

すでにセンターを利用しているなど、利用箇所は不要と判断できる医療機関を除外しまして、最終的に

716 機関を対象としました。では 7ページご覧ください。 

（1）アプローチ結果です。1から 8の要件に該当して、対象となった医療機関の合計が 716 機関です。 

利用勧奨の方法は、ＤＭの発送・訪問・電話の 3つで行いました。 

アプローチ結果の表の下の方に注意ということで、同じ医療機関に対し、訪問または電話による利用勧

奨を複数回実施しているケースありと記載していますが、例えばⅠのところを見ていただきますと、対

象医療機関は 3機関となっています。 

それに対して訪問は 1 回、電話が 3 回となっています。訪問と電話の回数を合計すると 4 回になりま

すけれども、これは同じ医療機関に利用勧奨を複数回実施したためにこのようになっています。 

このケースの場合ですと対象の 3 機関に対して、まず電話で訪問してもいいですかということで可否

を伺うのですけれども、その際に、訪問までは希望しませんと医療機関については、その場でセンターの

利用勧奨を行いました。 

1 のリストについては、1860 時間を超える医師がいる可能性があるという医療機関で、おそらく特例

水準の指定が必要なのではと考えられる医療機関のリストだったのですけれども、このケースでは 4 月

の時点でお電話したときには、今はセンターの支援は不要ですということで訪問には至りませんでした

が、その後特例水準の指定申請の動きが鈍いので、こちらから改めて連絡したところ、来てくださいとい

うことになりまして 4月に訪問することになったというケースでした。 

このように、同じ医療機関に複数回利用勧奨するケースがあるため、ＤＭと訪問と電話の合計数は、対

象医療機関数とは一致していませんが、ご了承ください。 

ＤＭの発送件数は延べ 668 件、訪問回数が 83 回、電話の回数が 297 回となっています。 

続きまして下の表の（2）センターの利用意向についてですが、訪問及び電話での利用勧奨を行った 380

件についての内訳になっています。 

支援希望というところが 30 機関。必要になったら連絡しますというところが 130 機関。支援を希望し

ないというところが 72機関、支援は不要で今困りごとなどありませんというところが 139 機関、それか

ら取り次ぎ拒否ですとか、いつ連絡しても事務長不在ですと言われてしまうところが 9 機関となってい

ます。 

（3）は、2 次医療圏別の利用勧奨の実績になります。こちらも訪問と電話での利用勧奨を行った 380

機関についての内訳を記載しています。 

では続きまして、8 ページをご覧ください。（エ）で、医療機関への勤務環境改善支援の全体の件数と

いうことで、これまで説明してきました、（ア）の個別支援業務、（イ）の相談対応業務、（ウ）の利用勧

奨業務、この 3 つの支援を実施した医療機関数や支援回数など、それぞれの件数を 1 つにまとめた表を



ここで再掲しております。 

では、11 ページまで飛んでください。イ 北海道の医療機関における働き方改革に向けた基礎調査に

ついてです。 

令和 6 年度は長時間労働にある医師の把握や、医師の働き方改革に関する派遣医師の引き上げ等の影

響ですとか、それから特例水準への指定の準備状況、こういったものを把握しましてセンターの支援活

動に生かすためのアンケート調査を実施しました。 

（1）調査概要ですが、調査対象は道内の病院と有床診療所、それから急病センターとしまして合計 863

機関としました。調査機関・調査件数は表のとおりです。 

調査方法ですが、2つに分けて行いました。1つが、利用勧奨対象病院ということで、こちらはあらか

じめ医療機関に調査票を送付して、記入を依頼しまして、アドバイザーが訪問して回収を行うという方

法にしました。 

この訪問の際に追加のヒアリングと、必要に応じてその場で助言を行いまして、必ずセンターの利用勧

奨してくることとしました。 

もう 1 つは郵送による実施で、対象は先ほどの利用勧奨の対象外となった病院と、有床診療所と急病

センターになります。 

こちらは Excel で回答していただいて、メールで返送していただくという方法にしました。 

（2）からが調査結果ですが、一部を抜粋して掲載しております。 

初めに回答状況ですが、発送数が 863 件、回収数が 417 件で、回収率は 48.3％となっています。 

病院については、63.2％の回答があったのですが、有床診療所については、23.2％ということで、低く

なっています。急病センターは 43.8％でした。 

では、問 1、病院、診療所の別ですが、病院については、病床数で 1 から 4 に分けて集計しています。 

それと、有床診療所と急病センターとなっています。では、12ページご覧ください。 

問 2（2）令和 6 年度に時間外休日労働が年 960 時間超または 1,860 時間超となる見込みの勤務医につ

いて伺った設問です。 

960 時間超となる医師はいないと回答したのが 94.5％、960 時間超 1,860 時間未満となる医師がいると

回答したのが 5.3％です。 

1,860 時間超となる医師がいると回答した医療機関はありませんでした。 

問 2（3）医師への適用水準についてですが、A 水準のみというところが、383 件で 91.8％。Ａ連携Ｂ、

Ｂ・Ｃ水準のいずれかを併用で、特定労務管理対象機関として、北海道から指定を受けていると回答した

のが 21 機関、5％となっています。 

この 21 機関の内訳を見ますと、病院が 18、診療所が 3となっていますが、診療所で指定を受けたとこ

ろはありませんので、回答者が誤って記載したものと思われます。 

この後の資料の 23ページをご覧いただきたいのですが、23 ページのオで、特定労務管理対象期間に指

定された医療機関に対する支援ということで、後でこちらご説明するのですが、こちらの表の中では、指

定を受けた機関が全部で 21 機関になっていると思います。 

先ほどのこのアンケート調査の方では、18 機関となっておりますが、このアンケート調査は昨年の 6

月から 7 月に実施していたもので、その時点で指定を受けた病院は 18 機関でしたが、そのあとさらに 3

機関が指定を受けたことで、21 になったということでこの結果とは一致していない結果にはなっていま



す。 

では、アンケートの方に戻りまして 12ページに戻ります。 

問 2 の（4）、令和 6 年度 4 月時点における適用水準医師数は、こちら表のとおりです。例えばＢ水準

であれば、10 人以下が 1 機関、10 人以上 20 人未満が 5 機関というふうにばらつきがあるかと思います

けれども、中央値としては 13.0 人となっておりました。 

次の連携Ｂ水準は、指定を受けたのは、10 人未満が 1 件、20 人以上 50 人未満が 1 件で、50 人以上が

1件という内訳になっています。 

この 50 人以上については、全医師を連携Ｂ水準の対象医師としているため、人数が多くなっています

が、全員が 960 時間を超える医師ということではなくて、実際はもっと少ない人数だと聞いております。 

では 13 ページの、C-１水準についてですが、こちらは 5つの医療機関が指定を受けていまして、数字

にばらつきがありますが、5つの医療機関における平均の人数は、9.8 人となっておりました。 

C-2 水準については道内の医療機関で指定を受けたところはありません。 

では、問 2 の（5）です。A 水準の医療機関に対し、時間外休日労働が 1 ヶ月 100 時間を超える可能性

がある医師について伺ったところ、100 時間を超える可能性があると回答した医療機関は 12件でした。 

この 12 件について次の問 2（6）で、追加的健康確保措置の面接指導医師の確保状況について、確認を

しています。 

確保していると回答したのが 11 件、準備中が 1件となっておりまして、対象となる病院では、面接指

導体制の準備が整っているということが伺えます。 

では続いて 14 ページご覧ください。問３の（1）36 協定の締結・届出状況についてですが、締結・届

出しているが 88.5％、締結・届出していない、締結・届出する必要がないという回答は 5.5％となってい

ます。 

締結・届出していると回答した 88.5％に対して次の問３の（２）で、締結した 36 協定に医師は含まれ

ていますかということを伺ったところ、勤務医を含めていますというところが 81.3％。勤務医を含めて

いないというところが 17.9％でした。 

勤務医を含めていない理由としては、表の下の方に記載していますけれども、管理監督者や院長のみの

ためですとか、勤務医はいないためなどとなっています。 

次に 36 協定を締結・届出していないと回答した 23件に対して、問３の（３）で、その理由について伺

っています。 

必要かどうかがわからないというところが 5件、多忙のためというところが10件などとなっています。 

この必要かどうかわからないと回答した 5 件については、センターのアドバイザーから連絡して、実

態を伺って、必要か否かについて助言をしております。 

では次 15ページです。問 3の 1（4）になります。 

では 36 協定を締結する必要がないと回答した 23件に対してその理由を伺っています。 

 

時間外休日労働が一切発生しないためという 16件については問題ないと思いますが、設置主体が自治

体率のため不要だと考えていると回答した 2 件については、自治体立であっても、36 協定の提出は必要

になりますので、こちらはアドバイザーの方から連絡しまして、その旨、助言を行っております。 

続きまして登用の（1）、医師の派遣についてです。 



大学等の医療機関から派遣されている医師の働き方改革に関連した引き上げや、派遣縮小の状況につい

て伺ったところ、最も多かったのは、4、派遣医師数の減少、派遣縮小はなかったが 68.8％。 

次いで医師派遣を受けていないが、22.8％となっています。 

1 の派遣医師が減少したというところと、2 の派遣日数や時間数が減少するなど派遣縮小があったと回

答したのは、合わせて 6.7％となっておりまして、3の今後の派遣医師数の減少や、派遣縮小の見込みが

あると回答したのは、1.0％となっています。 

問 4の（4）他の医療機関へ派遣している医師について、医師の働き方改革に関連した引き上げや、派

遣縮小行いましたかということについてですけれども、派遣医師を引き揚げ、もしくは縮小したと回答

したのは 6件で 1.4％、派遣医師の引き上げや縮小する予定があると回答したのは 1件で 0.2％となって

います。 

では 16 ページに進みます。16 ページ、問 5、これは医師の働き方改革の施行に伴う救急医療提供体制

への影響についての設問になります。 

問５の（2）、医師の働き方改革の施行に伴う医師の引き揚げや時間外休日労働の上限規制等による、自

施設の救急医療提供体制の影響について伺ったところ、診療体制の縮小行ったというところが 4 件で

1.0％、今後縮小等を予定しており準備を進めているというところが 1件、0.2％となっています。 

この診療体制の縮小を行ったと回答した 4 件と、今後縮小を予定しており準備を進めていると回答し

た 1件に対して、次の問 5の（3）で、救急医療提供体制の縮小等の内容について伺ったところ、こちら

は複数該当になりますが、3の救急当番日の見直しというのが 3件、1救急の診療時間の縮小が 2件など

となっています。 

問 5の（4）で、診療体制の縮小等に至った主たる理由について伺ったところ、2－3の水準を維持する

ため、救急車の応需の差し控えと回答したところが 3件、2-2 の救急科以外の診療科の対象縮減っていう

ところが 1件となっています。 

続きまして、17 ページ問５（5）、同じく、診療体制の縮小を行ったもしくは今後その予定があると回

答した 5件に対して、診療体制の縮小による地域の救急医療提供体制の影響について伺ったところ、3の

地域の救急医療提供体制の影響が不明と回答したところが4件、自施設の診療体制の縮小等を行っても、

地域の救急医療提供体制は確保できる見込みというところが 1件となっています。 

この「地域の救急医療提供体制の影響が不明」と回答した 4件に対して、次の問 5の（7）で、今後の

対応予定について伺ったところ、こちらも複数該当になりますが、5の地域、地域の医療機関間での医療

提供体制の協議、輪番制の見直しや役割分担などの要請を行う、考慮・検討するというところが 2件、 

特例水準の指定を行う、考慮・検討するというところが 1 件、人員の医師の働き方の見直しを行う、考

慮・検討するというところが 1件となっております。 

次の問 6 については、医師の働き方改革の施行に伴う周産期医療の提供体制への影響についての設問

です。 

問 6（1）、分娩を取り扱っているかについては、取り扱っているというところが 45 件、10.8％となっ

ています。 

続いて 18 ページに進みます。18 ページ問 6 の（3）医師の働き方改革の施行を伴う周産期医療提供体

制への影響について、分娩を取り扱っている 45件に対して伺ったところ、すべての医療機関で診療体制

の縮小等は行っておらず、今後も予定していないと回答されています。 



次に問 7は、医師の働き方改革の施行に伴う診療体制の、救急と周産期医療を除く、診療体制への影響

についての設問になります。 

問 7の（1）医師の働き方改革に伴う医師の引き上げや、時間外休日労働の上限規制等による救急、周

産期医療を除く、診療体制への影響で、概ね令和 6 年の 1 月から 5 月に行ったものについて伺ったとこ

ろ、1 の診療体制の縮小等を行ったが、15 件で 3.6％、2 診療体制の縮小等行っていないが、縮小等を

予定しており、準備を進めているというところが 2件で 0.5％となっています。 

この 17 件に対して次の問 7（2）で、診療体制の縮小等の内容を伺ったところ、複数回答になりますが、

1 の外来診療、診療時間の短縮ですとか診療枠の削減などの、縮小が 11 件ということで最も多く、次い

で、4の診療科の廃止が 3件などとなっています。 

続いて 19ページです。19ページは 1つ飛ばしまして問 7の（4）で、先ほどと同じ 17件に対して、診

療体制の縮小等による、地域への医療提供体制の影響について伺ったところ、3の地域医療地域の医療提

供体制の影響は不明と回答したところが 10件、うち施設の診療体制の縮小を行っても、地域の医療提供

体制を確保できる見込みと回答したのが 5 件、それから、実質の診療体制の縮小等により地域の医療提

供体制の確保は、困難になる見込みというところが 1件などとなっています。 

問 7 の（6）今後の対応予定について、こちらも複数回答ですけれども、1 の現状では特に追加の対応

は不要と考え、対応の予定がないというところが最も多くて 5件。 

次いで、Ｇの医師の働き方の見直しを行う、考慮・検討するというところが 3 件などとなっておりま

す。 

では次に 20 ページに進みまして、問 8は医療機関全体として、働き方改革についての課題というのを

伺っています。この質問は支援ニーズの掘り起こしのために設定しました。 

こちら複数該当になりますけれども、最も多かったのが、4の人材を募集しても応募がないというのが

260 件で 62.4％、次いで 8 の人材育成に課題があるが 113 件で、27.1％、それから 3 委嘱率が高い人材

が定着しないというのが、83件で 19.9％となっています。 

この上位の 3つがいずれも人材に関する課題となっていました。 

最も多かった人材を募集しても応募がないという、課題については、勤改センターは直接何か支援をし

て改善するっていうのは、難しいと感じておりますが。課題と関連するのが 3番目に多かったこと、離職

率が高い人材が定着しないという課題だと考えています。 

今いる職員を離職させないと、少しでも今の職場で長く働いても働きたいと思ってもらえる環境づく

りであれば、我々、センターが支援できるのではないかというふうに考えまして、センターでは今年度か

ら独自の職員満足度調査の、ツールを作成しまして、希望する医療機関に対して無料で実施しておりま

す。 

現在は 4 つの医療機関が手挙げをしてくださっていまして、実際この調査を実施しています。次年度

に実施したいというところもすでにいくつか出てきています。 

この調査の結果から問題療育を把握しまして、それに対する対応をセンターが一緒に考えて、伴走型で

支援をしていくということを想定しています。 

我々が医療機関を訪問しますと現場の皆さんからは雇用条件を改善したりですとか、紹介会社を利用

しているんですということで採用対策に力を入れていらっしゃるという話をよく聞くのですけれども、

労働人口が減少していく中では根本的な解決にはならないと思っています。 



限られた労働人口を奪い合って、一方が増員できれば、他方に欠員が出るといった構造から脱却する必

要があると思っています。 

人手不足というのは採用対策も必要ですが、現職員の定着や長期的な働きやすさの確保、それから業務

の効率化、そしてＩＴやＡＩの活用というのは不可欠だと考えています。 

今後はこの職員満足度調査を 1 つの切り口とした支援と併せて、ＩＴやＡＩの活用といった情報提供

も積極的に行っていきたいと考えているところです。 

続きまして問 9の（1）勤改センターの認知度についてですけれども、「1何をしている組織か知ってい

る」というところが 67.1％、「2組織名だけは聞いたことがある」というところが 20.9％などとなってい

ます。 

昨年度の調査で同じ設問を設けておりまして、比較してみたのですが、昨年度は合わせて 60.3％でし

た。今年度は 6.8 ポイント上昇しています。 

以前はセンター名を名乗っても認識していただけないことが多かったのが、最近はセンター名を名乗

るとわかってくださる方も増えてきていまして、少しずつ認知度が上がってきたということを実感して

おります。 

問９の（2）センターによる支援に関心があるかについては関心があるが、今は必要ないというところ

が 50.6％で最も多くなっています。 

一方で、1の支援を受けている、または、以前に支援を受けていて今は必要ないというところが24.5％。 

それから 2 の、以前支援を受けていたが再度支援を受けたいというところが 3.6％となっておりまして、

合わせますと 3割弱はこれまでにセンターの支援を受けたと回答してくださっています。 

アンケート調査については以上になります。 

では続きまして 21ページに進みます。ウ 医師の宿日直許可申請についてです。 

（ア）の医師宿日直許可に関する支援状況についてですが、令和 6 年度に実施している宿日直許可支援

は 38機関になります。 

許可取得が 19機関、準備中・申請中というところが 7機関、自力で申請しますということで相談のみ

で終了したところが 7 機関、相談に対応する中で申請の必要ないことがわかったり、許可基準を満たせ

ないので申請が難しいというところが 4 機関、令和 7 年度に取得予定のところが 1 機関という内訳にな

っています。 

（イ）のところで参考ということで、センターが把握した道内の病院の宿日直許可の取得状況の表を載

せています。 

表の下に記載しましたけれども、このデータはどこか 1 時点で把握したという状況ではなくて、これ

までセンターが実施してきたアンケート調査ですとか、電話による状況確認、それから宿日直の許可支

援を実際に行っている中で把握したものなどを含めて、令和 4 年度時点から今年度までで把握できた状

況を、都度更新してきたデータになっています。 

例えば準備中・申請中となっている 8 機関についても、今日の段階で既に許可取得済みとなっている

機関もあるかもしれませんので、こちらのデータは参考程度に留めておいていただければと思います。 

また、道内の病院数というのも常に増減していますので、どの時点で集計するかによって病院数という

のも異なりますが、このデータを集計し始めた令和 4 年度時点の 533 病院を対象に、情報を把握できた

場合は都度、更新しています。 



表にありますとおり少なくとも、464 機関は既に許可取得済みとなっております。これは確定な数にな

っております。 

手つかずの可能性が高いところや、連絡がつかないところを除いて、約 98％は宿日直許可に対する対

応が終わっているという状況になっています。 

では 22 ページご覧ください。 

エ 特定労務管理対象期間の指定を受ける医療機関についての支援です。 

センターでは今年度、特例水準の指定を受けるための支援を行っています。 

令和 6年度に指定を受けるためにセンターが支援した医療機関は 7機関になります。 

評価センターの受診から指定申請まで円滑に進むように具体的なアドバイスを行っています。 

この 7機関のうち 6機関は既に指定がおりていますが、1機関は現在評価センターの評価受審中となっ

ております。 

では、23 ページご覧ください。先ほど少し見ていただきましたけれども、オの特定労務管理対象機関

に指定された医療機関に対する支援ということで、こちらはもう既に指定された機関に対する支援です。 

センターは特例水準の指定を受けた医療機関に対して支援を行っておりますが、12 月末時点で、特定

水準の指定を受けた医療機関は 21機関になります。 

センターでは指定を受けたこの全ての 21 機関に対して、立入検査前の準備の説明ですとか、立入検査

後の指摘事項に関する助言、時短計画のガイドライン改正に係る説明など、年間を通じて継続的な支援

を実施しております。 

では続きまして、24 ページになります。 

カ 適切な労務管理体制の整備や、労働時間短縮に向けた総合的な支援についてです。 

令和 5 年度までに宿日直許可に係る支援を実施した医療機関のうち、令和 6 年度にまだ訪問していな

いという医療機関 147 機関を対象に、宿日直許可取得後の適切な労務管理についてのフォロー訪問を実

施しています。 

厚生労働省が作成しました資料をもとに、宿日直許可書の見方や、許可水準と乖離していないかの自己

チェックなどについて説明しています。 

また、訪問の際には、宿日直許可以外の労務管理に関する質問等もその場で対応し、同時にセンターが

できる支援、特にハラスメント対策ですとか、人材定着、業務改善、こういったものについて周知するこ

とで個別支援に繋げるようにしています。 

訪問件数の表を記載しておりますが、対象医療機関が 147 機関で現在、91 機関についてはフォロー訪

問が終わっております。 

実施期間は 2月末までの予定ですので、今後 47機関を訪問するという予定になっております。 

では 25 ページご覧ください。キ 研修会・セミナーの開催状況についてです。 

医療勤務環境改善に向け、医療機関関係者の理解を深めるため、北海道労働局、北海道、それから北海

道医師会と連携した研修会や、地域の関係団体との連携セミナーを開催しております。 

まず（ア）研修会の（1）医師の働き方改革全道セミナーについてですが、こちらはＡＢＣ水準のそれ

ぞれが準備すべきポイントや、36 協定、宿日直許可、自己研鑽等について、北海道、それから北海道労

働局から行政説明を行いました。 

開催場所等は表のとおりですが、道内 12 ヶ所、全 13 回実施しまして、セミナー終了後には、希望者に



対し個別相談対応というのを行いました。延べ 113 名の方にご参加いただいております。 

では続いて 26ページご覧ください。（2）医師の働き方改革への対応セミナーについてです。 

こちらは北海道医師会の主催セミナーで、勤改センターは共催という形で開催されました。 

医師の働き方改革の現状、開始から半年が経ってということで、日本医師会の城守先生にご講演いただ

きました。 

シンポジウムでは立ち入り検査についての説明や、適切な労務管理、特例水準の指定申請に係るポイン

ト、特例水準の指定状況や、令和 6年度のスケジュールなどについて、北海道、北海道労働局、社会保険

労務士より、説明を行っております。 

（3）医療機関における医師の働き方改革実践事例報告セミナーについてですが、こちらは、開催予定の

セミナーで、2月 22 日に開催予定です。 

例年、働き方改革に関する事例を紹介するセミナーで、今年度は帯広厚生病院さんから、医療機関にお

ける産業保健活動と医師面接指導についてというテーマで、2つ目のテーマとして、札幌柏葉会病院さん

から、未来へつなぐ医師の働き方改革への取り組みと題して発表をしていただく予定になっております。 

では 27 ページに進んでください。関係団体との連携研修についてです。 

12 月末の時点で、北海道医師会、北海道看護協会、北海道勤労者医療協会、旭川医療機関事務長会、

医業経営コンサルタント協会北海道支部ということで 5つの関係団体に講師を派遣しております。 

講義のテーマなどの詳細は表の通りになっております。 

資料 1についての説明は以上になります。 

 

【事務局】 

ありがとうございます。 

ただいま、今年度 12月までの活動につきまして報告がございましたが、ご質問・ご意見ございました

らお願いいたします。 

 

【委員】 

たくさんの説明をありがとうございました。 

7 ページなのですけれども、7ページの（2）センターの利用意向というところの調査の結果についてな

のですが、取り次ぎ拒否、いつも不在等っていうのが合計 9件あるということなのですけども、この 9件

というのは例えばその施設の種別だったりとか、地域がどの辺りとかっていうのは、もしよかったら知

りたいなというところでした。お願いします。 

【勤改センター】 

申し訳ありません、手元にその資料は用意をしておりませんので、どこまで具体的にお伝えできるの

か、道庁さんとご相談して、道庁さん経由で、後日、回答させていただければと思います。 

 

【事務局】 

その他ございますでしょうか。 

 

 



【委員】 

24 ページは宿日直許可取得後の調査ということで、かなり多くの医療機関が宿日直許可をとって、そ

れに対応しているということですが、ドクターのいろいろな呟きなどを聞くと、本当に宿日直許可に該

当するような働き方になっているのか疑問を感じています。このような調査をしてみて、これは、宿日直

許可としていいのかどうか、少し外れてしまっているような医療機関が実際にあるのかどうか、その辺

りを教えていただければと思います。 

 

【勤改センター】 

訪問の時には、厚労省の資料を使って、実態に乖離があると許可が取り消しになってしまいますよとい

うことは説明をもちろんしてはいるのですが、この許可の、労働密度のところが多分一番問題なのだと

思います。 

ほとんど労働がないということが前提の許可になっていますので、実態としては結構、呼び出しがあっ

たりという働き方をされていらっしゃる医師がいるということなのかなと思いますが、この労働密度が

どの程度かというのは、かなり細かいデータを取らないとわからないもので、許可を取得するときには、

1 日当たりの対応件数とか、何分ぐらい対応しているのかというところも全部データを監督署に出して、

判断を仰いでいます。 

それを出していただかないと実態と乖離してるかどうかというのはこの訪問だけでは、正直見えない

というところがございます。 

 

【委員】 

実態と乖離があるかどうか、この訪問だけで確認するのは難しいと思います。 

例えば救急の患者さんを夜中に診療した場合、診察した時間など患者さんを診た部分だけをカウント

し、いろいろな検査の指示を出してその結果が出るのを待っている時間は除くなどして宿日直許可を取

っていると思います。しかし、実際には検査の結果待ちの間も待機してその場を離れられないという状

況などを考えると、ドクターとしては、実際に 1 時間も 2 時間もその患者さんの対応をしたと感じてお

り、そのような実際の労働状況を本当に把握しているのかと疑問があります。ただし、そこまで詳細に調

べるのは非常に難しいとは思います。 

医師会では、来年度に医師個人に対してアンケート調査を実施する予定であり、無理な宿日直体制にな

っていないかも含めて調べて、気をつけていきたいと思っています。もし、今後勤改センターで調査など

に入ったときに、実態をもう少し詳細に聞けることがあったら、参考にさせていただけると思っていま

す。よろしくお願いいたします。 

 

【事務局】 

お願いいたします。 

 

【委員】 

私も宿日直許可のことでちょっと伺いたいんですけれども、労働基準監督署の方で宿日直許可がうま

く下りなかったというようなケースを、勤改センターさんは医療機関の方に寄り添って、一緒に申請し



ていただいていたと理解していますので、そういった場合に本省の方に上げるというルールがあったは

ずで、どの程度そういう件数があったのかっていうことをお聞きしたいんですけれども。 

 

【勤改センター】 

条件が難しいケースや複雑なケースというのは、その所轄の労基署だけで判断できない場合に、北海道

労働局の監督課に上がり、またそこでも判断が難しい場合は本省に確認をとるという流れになっている

ということはお聞きしています。 

我々はその労基署の方がそのようなステップで上のほうに上げていくかについて情報をいただける立

場ではないので、件数自体を把握するというのは難しいところではございます。 

恐らく今日オブザーバーで参加されてらっしゃる監督課の方が恐らく把握されていらっしゃるかなと

思います。 

 

【委員】 

若しくは今、道医の方からの発言もございましたけれども、道医の方で調査をされるということであれ

ば、各医療機関は 100％わかっているわけですから、是非そういう調査もしていただきたいなと思います。 

 

【事務局】 

ありがとうございます。 

何かコメントございますでしょうか。 

 

【オブザーバー】 

特に今のところコメントというのはございませんけれども、本省に協議している件数、あるいは局に協

議している件数というのは、基本的には公表していないということだけ一応申し上げさせていただきま

す。 

 

【事務局】 

はい、ありがとうございます。他ございますでしょうか。 

活動実績については、よろしいでしょうか。 

それでは続きまして、協議事項について、事務局の方から説明お願いいたします。 

 

３.協議事項 

【事務局】 

私からは、令和 7 年度 北海道医療勤務環境改善支援センター運営方針案につきまして説明させてい

ただきます。 

まず、センターの目的ですけれども、医師や看護師をはじめとした医療従事者の確保を図るため、医療

機関自らが勤務環境の改善を進め、離職防止・定着の対策を講ずることができるよう、自主的な取り組み

に対し、支援を行うこととしております。 

また、現状・課題につきましては、昨年 4月から、医師の時間外労働の上限規制が施行されまして、医



療機関の相談内容も、関連するものが先ほどの報告にもありましたとおり、現状も多い状況にあります

ので、引き続き、医師の働き方改革に関する、きめ細かな対応が必要と考えております。 

2 つ目の○ですけれども、特例水準のうち、Ｂ水準及び連携 B 水準につきましては、2035 年度末で解

消されることとされておりまして、特定労務管理対象医療機関においては、医師労働時間短縮計画に基

づきまして、医師時間外労働の短縮に向けた取り組みが必要であること。 

3 つ目、今後生産年齢人口の減少に伴いまして、医師や看護師などの医療人材の確保がより困難となり

ます。医療機関における離職防止、定着の促進を図るためには、勤務環境の改善がより必要であるという

ことでございます。 

続きまして運営方針でございます。運営方針右側、令和 7年度につきましては、道内の医療機関におい

て、業務改善や経営改善の視点を踏まえつつ、勤務環境改善に向けた取り組みが進められるよう支援を

行いまして、経営の安定化や医師をはじめとする医療人材の確保・定着をサポートして参ります。 

2 つ目、特例水準の解消に向けまして、医療機関における時間計画の着実な実施、評価改善やタスクシ

フトシェアの取り組み、ＩＣＴの導入など、医師の時間外労働の短縮に向けた取り組みが加速されるよ

う、それぞれ医療機関の状況に応じた専門的かつきめ細かな支援を行って参りたい。 

3 つ目、医師の働き方改革の取り組み、及び、医療機関における様々な課題に対応した支援を行って参

ります。令和 7年度の主な取り組みとしましては、四角の 1つ目ですけども、自主的・自立的に勤務環境

改善に取り組む医療機関への支援。また、○に記載してございますが、北海道労働局、医師会、看護協会、

センター（アドバイザー）の実務者連絡会議などによる情報共有を行って参りたい。 

医療機関への個別支援や、各種調査、モデル医療機関の選定支援、医療機関における勤務環境改善の取

り組みの情報収集と、先進事例の紹介、各関係団体との連携。 

2 つ目の四角ですが、医師の時間外労働の上限規制に対応した支援としまして、特定労務管理対象機関

に指定された医療機関における時短計画の着実な実施、評価改善など、時間外労働の短縮に向けた支援、

時間外労働上限規制適用後の医療機関の取り組みにおける様々な課題に対応した支援、医療法に基づく

立ち入り検査で指摘を受けた医療機関における改善の取り組みへの支援。 

最後の四角ですけれども、医療機関の課題に対応した支援としまして、医療機関の課題の把握と解決に

向けた支援を行って参りたいと考えております。 

以上が、令和 7年度の運営方針案として、協議させていただきたいと考えております。 

 

【事務局】 

はい、ありがとうございました。 

先ほどの報告いたしました活動内容を踏まえまして、令和 7 年度の運営方針案ということで、ご説明

させていただきましたけれども、先ほどの活動内容を踏まえまして、支援の方策に関する提案も含めま

して、ご意見等ございましたらお願いしたいと思います。 

はい、お願いいたします。 

 

【委員】 

特例水準の全 21 医療機関に対する調査や訪問などについては、例えば年 1回年 2回行うとか、その医

療機関の状況によって異なるとか、そのような何か具体的なプランがあれば教えていただきたい。 



 

【勤改センター】 

特例水準の指定を受けた 21 医療機関については、年間を通じて、おおよそ 3回から 4回程度は訪問す

ることになると思います。 

昨年の 11月の末頃に医師の労働時間短縮計画のガイドラインが改正になりました。 

これに伴って、2 月 15 日、4 月 15 日、6月末という 3 回の締め切りで、それぞれ各医療機関に必要な

書類を準備していただいて、北海道に提出していただくという流れになっております。 

我々センターとしては、その提出の前段階に、1度訪問して提出前に資料を見せていただいて、不備が

あればそこで助言をして直していくことを想定していますので、少なくとも 3 回から 4 回は訪問するこ

とになるかと思っています。 

 

【委員】 

大変きめ細かな支援をしていただいていることがわかりました。よろしくお願いいたします。 

Ａ水準に戻せそうな条件が出てきたら、それもすぐに把握できるということになりますね。 

 

【勤改センター】 

はい、ちょうど今、令和 7年度に向けて、医師の時短計画の見直しを、皆さんにお願いしているところ

なのですが、いくつかの医療機関でこの診療科については、1名の先生がＢ水準だったけれども 7年度か

ら 0名になりますといったように、よい方向で動いているところも見受けられました。 

 

【事務局】 

他にございますでしょうか。 

どちらかというと、具体的にといいますか、総花的なような、全部まとめたような運営方針なっていま

すので、先ほど委員からもありましたように、具体的にはどうなんだとかそういうところがありました

らいただければと思いますけれども。よろしいでしょうか。 

 

【委員】 

例えば、救急や診療体制の縮小ということが、今回の調査では意外と少ないと言っていいと思います

が、救急の縮小も、1桁の％ということで、それほど大きな影響が出ていないことにほっとしてはいます。

しかし、これからまた変わってくる可能性もありますので、例えば医師派遣や救急体制・診療体制の縮小

がさらに進んでいないかどうか、またアンケートを出すなどの具体的な調査は考えているのでしょうか。 

 

【事務局】 

今のお話なんですけども、当然ながら、来年度以降、また状況が変わることは十分想定されますので、

何らかの形で実態を把握はしていかなければいけないなと思っております。 

勤改センターさんが、今、非常に個別に支援に入られているということもありますので、そういったと

ころからの情報になるのか、全体的な実態調査みたいな形になるのかというのは今のところまだ未定で

はあるんですけれども、適切な方法で把握はしていきたいと思っています。 



【委員】 

どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【事務局】 

委員がおっしゃったように、人によって感じ方が違うかもしれませんけども、そんなに数的には、大き

な影響はないという数字にはなっておりますけれども、一部縮小したようなところというのが、そうい

う状況にはありながらも、地域の医療提供体制の中で大きな影響がないとか、他で余力のあるところに

お願いできているとかですね、あとはその医療機関によってはその影響が出てるかどうかもわからない

とか、そういったようなことも今回の調査の中で答えとして上がってきたというところもありますので、

その辺のところも踏まえた形でフォローができればという形では考えてございます。 

他ございますでしょうか。 

 

【委員】 

離職に伴うことについて伺いたいんですけれども、もちろん勤務環境が適切ではないために離職とい

うことも当然あると思うんですけれども。 

もう一方で仲介業者さんというものの存在があって、果たしてそういう仲介業者さんが絡んだときに、

転職して、例えばどのぐらいの期間きちんと定着しているのか、短い期間で転職を繰り返すような不適

切な業者さんの関与ということがないのかなというのは、非常に懸念があるところだと思うんですけれ

ども。また、これは医療機関にとってみると、非常に経営を圧迫する要素にもなっているわけなんです

が、これを 1つの医療機関で調べるということはなかなか難しい話で、いろいろな病院団体でも、あるい

は看護協会でも調査があると思うんですけれども、道として、あるいは勤改センターとして把握すると

いうようなお考えはないでしょうか、ぜひそういうことをしていただきたいということでお伺いしまし

た。 

【事務局】 

先ほどの働き方改革の影響の調査の中にそういう部分も入れ込んで大丈夫なものなのかどうかという

ところもありますし、他の調査の中に入れることができるのかというところも、今段階では何とも申し

上げられませんけれども、いただいたご意見については、念頭に、今後検討して参りたいと思います。 

 

【委員】 

働き方改革に伴ってこの勤改センターというのが非常に大きなウエイトを占めて、お仕事していただ

いていますけれども。勤改センターのストライクの仕事なのかと言われると、ちょっとどうかなという

部分もあると思うんですが、やはり、どこかがそういうことをきちんと把握しなければいけないという

ことに関しては、ご理解いただけると思いますので、ぜひ、そういうご議論をよろしくお願いしたいと思

います。 

 

【事務局】 

わかりました。他にございますでしょうか。 

資料２の運営方針につきまして、いくつかご意見いただきましたけれども、個別具体の具体的な支援方



策というような観点だったかと思いますので、運営方針自体につきましては、このような形で進めさせ

ていただいてもよろしいでしょうか。 

はい。それではご了承いただいたということで運営方針につきましてはですね、このような形で進めさ

せていただきまして、個別具体の、それぞれのテーマに応じた支援というところにつきましては、今後さ

らに検討して参りたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

それでは、次にその他といたしまして事務局の方から情報提供をお願いいたします。 

 

４．その他 

【事務局】 

今日はお時間いただきありがとうございます。 

私の方からは資料 3に基づきまして、3点ほど情報提供させていただきたいと思っております。 

まず 1 枚目めくっていただきまして、先ほどから活動実績の中でも報告差し上げておりましたけれど

も、今現在の特定労務管理対象機関の指定の状況について報告をさせていただきたいと思います。 

先ほど 12月末現在ということでご報告でしたが、こちらの方は 1月末現在ということになっておりま

す。 

連携Ｂ水準が 3医療機関、Ｂ水準が 21医療機関、Ｃ－1が 5医療機関、合計しますと 21 医療機関とな

っております。 

重複して受けられておりますので、合計は合わないんですけれども、全部で 21医療機関が指定を受け

ているということころでございます。 

続きまして 2枚目、今後の指定に係るスケジュールについてご説明したいと思います。 

令和 7年度の、というふうに表題付けさせていただいておりますが、実は今年度、先ほど 12 月末時点

での報告だと、評価センターの評価受審中と報告をいただいておりましたけれども、そこが 1 月中に指

定の申請が出てきました。今現在その指定に向けて作業を進めているところでございます。 

ですので、令和 6年度中に、もう 1回指定の場を設けております。 

ちょっと緊急的なところになっていますが、第 5回の申請の受付というのを設けまして、今現在、地域

医療構想調整会議の開催に向けて、準備を進めているところでございます。 

この後、2月中に何とか医療対策協議会と、3月に入ると思いますが医療審議会、こちらの方で承認を

いただいて、3月の中旬から下旬ごろには指定をするという流れをとっております。 

このスケジュールについてなんですけれども、毎年この会議の場で提示させていただいておりまして、

前回のときには、令和 6年度のスケジュールとして、4回指定をするということで提示させていただいて

いたんですが、さすがに昨年度は、非常に多くの医療機関が指定を受けなければいけないという状況だ

ったものですから、4回設けさせていただいておりましたが、これはなかなか、この調整会議であるとか

医療対策協議会、医療審議会というのを経なければいけませんので、そういったものを年に 4 回も 5 回

もというのは、非常に負担が大きいという声も伺っております。 

申請の件数が多くないのであれば、やはりもう少し指定の回数を減らしまして、通常ベースといいます

か、大体年に 2回ぐらいの開催として、2回ぐらいの指定のスケジュールで設けさせていただきたいと思

っております。 

恐らく来年度指定を新たに受けるというところはほとんど出てこないとは思っております。 



ただ、例えば、急に状況が変わって医師が減ったとか、そういった状況も考えられますので、やはりこ

ういうスケジュールを設けないわけにはいかないと考えますので、ここに書かせていただいたように、5

月末と 11月末ということで年 2回のスケジュールとさせていただきます。 

続きまして 3枚目、時短計画の作成ガイドラインの改正についてでございます。 

こちらも先ほど勤改センターさんの方から、なかなか詳しめにお話をいただいておりますが、昨年 11

月にガイドラインが改正されまして、そのポイントとしまして、次のとおり 3つあります。 

元々、医療法の中で、時短計画というのは毎年見直しを行って、その都度、都道府県に報告・提出をす

るという風に決められております。 

その具体的な事務の流れについて、今回ガイドラインの中で改正があり示されたということになって

おります。 

見直しについてはここに書かれていますとおり、暫定の評価と最終の評価、これはどちらも行わなけれ

ばいけないということになります。 

暫定の評価というのは、年度の後半に実施しまして、主に 12 月ぐらいまでの期間に対して評価をする

と。その後、3月末までの実績をもとにして最終評価を行うと。この 2つの評価を行ってくださいとガイ

ドラインで書かれています。 

2 つ目の参考資料の作成ということになりますが、その暫定評価・最終評価のどちらの評価をする際に

も、参考となる次のような資料を作成しなければいけないと決められております。 

また、最後 3つ目、計画と参考資料について都道府県に提出するということが明確に定められました。 

この提出については、3つの期限がありまして、まずは暫定評価をしたときの参考資料は作成後直ちに、

遅くとも 2月 15 日が最終期限です。 

2 つ目が、毎年見直しを行った結果、計画を変更する場合には、作成を直ちに、最終的には 4 月の 15

日。 

最後○の 3つ目が、最終評価を行った後の計画です。そちらも作成を直ちに、提出期限は 6月 30 日と

いう 3つの期限が定められております。 

令和 6年度は初年度ですので、①というのは行わなくていいとされておりまして、②、③から実施して

くださいとなっております。 

細かい話ですが、G-MIS による提出と書かれておりますが、G-MIS の提出の仕方というのは今後国が示

しますとされておりまして、今現在示されてないんですよね。 

それで、②の計画を 4月 15 日までに提出するときには、G－MIS ではなく、メールで提出してください

という形になっております。 

こういったサイクルで、今後、毎年、見直しと提出をしていただくという流れになります。 

この情報につきましては、特定労務管理対象期間には、勤改センターさんを通じて、既に情報は提供さ

せていただいております。 

ただひょっとすると、今後指定を受けるだとか、もしくは時短計画を他に作っている医療機関があるか

もしれませんので、この後すべての病院・診療所に対して、この情報をお知らせしたいと考えておりま

す。 

以上になります。 

 



【事務局】 

はい。ただいまの報告、情報提供につきましてご質問等ございますでしょうか。 

よろしいでしょうか。 

それでは予定されていた項目については、終わりましたけれども、全体通しまして追加でご意見等ござ

いますでしょうか。 

はい。それでは予定されていたものをすべて終了いたしました。 

ありがとうございました。 

以上をもちまして、令和 6 年度第 2 回北海道医療勤務環境改善支援センター運営協議会を閉会いたし

ます。 

本日はお集まりいただきまして誠にありがとうございました。 

今後ともよろしくお願いいたします。 


